
 

長期計画の推進方策について 

 
 
  厳しい財政状況の中、これまで以上に選択と集中を徹底させながら、知事公約
を盛り込んだ「愛媛の未来づくりプラン」を着実に推進するための方策として、
毎年度の予算編成時期に、特に力点を置いて取り組む施策分野等を示す「重点戦
略方針」を策定し、同方針を踏まえて予算要求を行う仕組みを創設したところ。 

  平成２４年度においては、平年度ベースのシステムをしっかりと確立し、知事
公約の実現に繋げて行くため、年間を通した計画の推進方策を以下のとおりとす
る。 

① 計画推進のシステム強化（ＰＤＣＡサイクルの確立） 

▽県民ニーズの把握（４月～５月） 
県政モニター（約250名）を活用して、施策に対する「重要度」「満足度」を把握 

▽施策点検の実施（６月～７月） 
県民ニーズ、成果指標の達成状況検証 

⇒政策レビュー・優先度レビュー〔事務事業評価結果等により総合政策課で実施〕 

▽「愛媛の未来づくりプラン」推進懇話会の設置（８月、３月開催） 
   PDCAサイクルの透明性確保のため、外部有識者（委員５名程度）で設置 

⇒施策点検の結果等を報告し、重点戦略方針の策定に向けた意見交換を行う。 

▽トップミーティング等による基礎自治体との連携（８月～開催） 
   基礎自治体との連携を図りながら計画を推進するため、トップミーティングなどを通して、

市町の意見を把握し、重点戦略方針への反映を検討。 

▽重点戦略方針の策定（９月～１０月） 
   各部局の政策推進グループと連携して、全庁レベルで方針を練り上げ、１０月下旬の部局長

会で最終案を決定。 

② 重点戦略方針の充実（政策立案型行政への転換加速） 

▽重点戦略方針の策定スキームの構築（全庁レベルでの磨き上げ） 
部局方針の検討にあたっては、PDCAサイクルで検証した結果を活用しながら、長期計画推進

の視点で各部局の政策推進グループと総合政策課が連携して全庁レベルで方針を練り上げ、政

策立案機能の強化を図る。 

▽政策提案制度等の活用（ざん新なアイデア発掘） 
「みんなの愛顔づくりプロジェクト」に加え、「知事への提案メール」、「知事と職員の懇談

会」を新設し、政策立案につながるあらゆるツールを活用して政策形成能力の向上を図るとと

もに、効果が期待できるアイデア等を戦略方針に反映 
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③成果指標・目標値の設定

長期ビジョン編で示す将来像の実現に向け
た、当面４年間における取組みを示す。

○成果指標・目標値の設定
○政策・施策の立案

②アクションプログラム編
概ね10年後の目指す姿を提示。
①長期ビジョン編
１中長期　≪愛媛の未来づくりプラン≫

特に重点的に取り組む施策分野や具体的事業
を示す年次方針を策定。

２毎年度　≪重点戦略方針≫

政策・施策の達成度を適切に表し、かつ、
定量的に測定ができる指標と、アクション
プログラム編の終期における目標値を設
定。

○成果等のチェック・自己分析の実施
○県民や基礎自治体などの意見把握

３政策レビューの実施

策定した計画に基づき、目標の達成に向けて施
策・事業を実施

○施策の実施

１県民ニーズの把握

２成果指標の進捗度や施策の実施状況の把握
各施策に設定した成果指標の追跡調査（モニ
タリング）の実施や施策の実施状況を把握。

「愛媛の未来づくりプラン」の推進について

４「愛媛の未来づくり」推進懇話会による検証

トップミーティングや市町訪問により基礎自
治体の意見を把握し、重点戦略方針への反映
を検討。

２重点戦略分野の選定

○政策・施策の方向性の検討
○重点戦略分野の選定

特に重点的に取り組む施策分野や具体的事業
を示す年次方針の策定に向け検討。

○施策の優先度をチェック

県政モニターを対象にアンケートを実施し、
各施策に対する満足等を調査

各部局の取組み状況や各施策に設定した成果
指標、県民ニーズ調査結果などを踏まえ、施
策目標の達成状況や課題・今後の方向性など
総合的な分析・検討を実施。

１部局方針の検討
次年度における政策・施策の方向性を検討。

３重点戦略方針の検討

５基礎自治体の意見把握

１～５の結果を踏まえ、次年度における施策
の優先度をチェック。

６政策優先度レビュー

政策レビューの検証や重点戦略方針の策定に
係る意見交換等を実施。

政策優先度レビューや部局方針などを踏ま
え、次年度において特に力点をおいて取り組
む分野を選定。
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●防災・危機管理
　　　　　　　体制の充実

●災害から県民を守る
　　　　　　　基盤の整備

●若年者等の就職支援と
　　産業人材力の強化

●豊かな自然環境と
　　　生物多様性の保全

●再生可能エネルギーの
　　利用促進

●原子力発電所の安全・
　　防災対策の強化

●新産業の創出と
　　産業構造の強化

●力強い農林水産業を
　　支える担い手の確保

●安心して産み育てる
　　ことができる環境づくり

●確かな学力・豊かな心
　　・健やかな体を育てる
　　　　　　教育の推進
●競技スポーツの振興

●安全・安心で質の高い
　　医療提供体制の充実

●高齢者がいきいきと暮らせる
　　健康長寿えひめの実現

●魅力ある観光地づくり

●未来につなぐ
　　協働のきずなづくり

●愛媛産品のブランド力
　　向上と販路拡大

●広域・高速交通
　　ネットワークの整備

お

輝く
愛顔あふれる
「えひめ」づくり

やさしい
愛顔あふれる
「えひめ」づくり

活き活きとした
愛顔あふれる
「えひめ」づくり

やすらぎの
愛顔あふれる
「えひめ」づくり

【基本政策】 【基本政策】 【基本政策】 【基本政策】

平成２４年度重点戦略方針

本県を取り巻く環境

平成２４年度において重点予算に求められ
る施策

厳しい財政状況
新しい長期計画の本格始動

地方分権の進展

・選択と集中の徹底
・政策立案機能の発揮
・基礎自治体との連携

県政運営の背景

課題（重要視すべき視点）

▽急速な円高の進行
▽国際貿易環境の変
化

▽市場（需要）規模の縮小
▽労働力人口の減少

▽国全体での復旧支援
▽エネルギー政策再構築
▽絆の再認識

▽賑わい創出の好機

東日本大震災
原発事故

高速道路の延伸
愛媛国体の正式内定

本格的人口減少
急速な高齢化

世界規模の経済変動
デフレ経済の継続

【産業分野】
○足腰の強い産業構造
　の確立と基盤整備
○成長を支える産業
　人材の育成と雇用確
保
○観光振興

【暮らし分野】
○防災力の更なる強化
○原発安全対策の徹底
○地域医療体制の充実
○絆の再生、強化
○高齢者対策

【人づくり分野】
○子育て支援
○たくましい子ども
　の育成
○国体への着実な準備

【環境分野】
○環境と調和した社会
　の構築
○再生可能エネルギー
　の検討

平成２４年度において重点的に取り組むべき施策

《重点的推進姿勢》
●「チーム愛媛」の推進による
　　　　　　　　　基礎自治体との連携

◎重点戦略方針に基づく事業の取り扱いについては、地方財政対策等を見極めたうえで、予算編成過程にお
いて調整、決定する。

24年度当初予算での取り扱い
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